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上記④に集約された。

⑤持続可能な施設マネジメントに向けた取組の推進

「一般施設の将来ビジョン」の内容を踏まえ、規模の最適化に向け

た取組や仕組・体制の整備等を行うことで持続可能な施設マネジメン

トに取り組んでいく。 

①施設総量の抑制に向けた数値目標・方針の検討

市設建築物 …「一般施設の将来ビジョン」の内容を踏まえて数値目

標・方針の検討の見直しを行う →⑤に移行

インフラ施設 …④に集約

このような見直しがなされた背景には、各施設の所管所属や施設を取り

巻く事情や環境が異なることから、単に数値目標・方針にもとづく廃止や

縮減を前提にした施設マネジメントでは、削減する対象施設の決定などの

取組が円滑に進まないという事情がある。そのため、大阪市では、まずは

取組を進めるための仕組みや体制を構築するとともに、現在ある施設に関

する情報の一元化、見える化を行ったうえで施設ごとの分析や評価を行う

こととした。他方で、施設の維持管理費の削減については、廃止を前提と

したものではなく、集約化、複合化、多機能化などにより施設規模の最適

化を図ったり、計画的な補修改修、長寿命化等によるライフサイクルコス

トの削減に取り組むこととした。

イ、目標と実績

目標 実績

年度 一般施設にかかる将来ビジ

ョンのとりまとめ

年度 年 月に将来ビジョン

をとりまとめ、公表した。

年度 マクロ目標・方針の決定 年度までマクロ目標・方針の決定

ができなかったものの、「一般施設

の将来ビジョン」を踏まえ、持続可

能な施設マネジメントに取り組む

こととした。

年度 一般施設にかかる施設カル 年度 施設の施設カルテの整
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テの整備 備

年度 施設の施設カルテの整

備

年度～ 個別施設計画の策定及び

それに基づく維持管理等  

（計画策定分より順次実施） 

・ 年度 個別計画の策定及び計

画に基づく維持管理・更新等 計画

策定分より順次実施

【中間見直し後】

年度 一般施設にかかる施設カルテの整備

年度〜 施設カルテを活用した個別施設計画の策定及びそれに基づく維持

管理等 計画策定分より順次実施

年度〜 個別施設計画に基づいた将来コストの全体像の把握や財源確保の

手法等の検討を進め、今後取り組む規模の最適化に向けた仕組みづく

りを推進

 

（３）体制 

ア、主な所管所属 

市政改革室、政策企画室、都市整備局、建設局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

財政局 

 

（４）指摘及び意見 

意見３２ 市政改革室は、公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する進捗状況

を「市政改革プラン２．０の取組と成果」において適切に公表されたい。

（理由） 

本事業に関しては、もともと、①施設総量の抑制に向けた数値目標・方針の

検討が事業内容に含まれていたが、前記のとおり、中間見直しの際に、市設建

築物については⑤に、インフラ施設については④に集約された。その背景には、

各施設をそれぞれの所管局が管理をしているため、具体的にどのように施設総

量を抑制していくかの方向性や議論が定まらないため、まずは施設やコスト、

利用率などの基本的な情報を集約し、一元化をすることにより、議論の前提状



127 
 

況を整えることとしたものである。 

大阪市では、施設管理費用にかかる財政需要の増加への対応として、施設の

集約化等による施設規模の適正化やライフサイクルコストの削減に取り組ん

でいる。その結果、現状では限られた財源の中で収支が回っている状況である。

しかしながら、これらの取組により財政需要をどの程度縮減できているか、ま

た、現状の取組で将来的な財政需要の増加にどの程度対応できているのかを見

通した計画とはなっていないとのことである。有体に言い換えるならば、現状

は現実的に確保できる予算内で優先順位をつけて施設の維持改修、長寿命化な

どに取り組んでいるというだけにほかならず、将来的に予想される財政需要の

増加が訪れた際でも必要な維持改修等が適切に実施できるかという見通しの

下に、計画的な取組を行っているとは言い難い状況である。 

したがって、現時点でも公共施設の総合的かつ計画的な管理の究極的な目的

の一つである財政負担の軽減・平準化が達成されているものではなく、中間見

直し後の市政改革プラン２．０において定められた目標は、あくまで最終目標

である財政負担の軽減・平準化を達成するための過渡的な行動目標である。 

現状、そのような取組に見直すこと自体は、現実に議論が進まない以上、や

むを得ないところがあり、それについて批判するものではない。しかしながら、

そのような過程を経ているにもかかわらず、「市政改革プラン２．０の取組と成

果（令和元年度末時点）」にはかかる経過が記載されていない。市民が市政改革

プラン２．０の成果を確認する際に、これまでの中間時点での報告書までも確

認するとは限らない。それにもかかわらず、当初掲げられていた重要な目標が

修正されているにもかかわらずその記載がなく、計画期間最終年度の令和元年

度の目標が「達成」と記載されているだけでは、市民が、公共施設の総合的か

つ計画的な管理の究極的な目標である財政負担の軽減・平準化そのものが達成

されたかのように誤って伝わる可能性が高い。 

ついては、公共施設の総合的かつ計画的な管理があくまで最終目標の途上に

あることや、特に重要な目標が修正されているという経過を市民に適切に公表

されたい。

意見３３ 施設総量の抑制に代替する方針で財政負担の軽減・平準化が可能かを

検討されたい。
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（理由） 

大阪市では、市政改革プラン２．０において、施設総量の抑制に向けた数値

目標・方針の検討を掲げていたが、中間見直しの際に、「一般施設の将来ビジョ

ン」の内容を踏まえて数値目標・方針の検討の見直しを行い、持続可能な施設

マネジメントに向けた取組の推進に、取組を変更した。「一般施設の将来ビジョ

ン」では、「地域特性に応じた利用者目線での規模の最適化」として、「持続可

能な市民サービスを提供するため、施設について地域特性に応じた利用者目線

で見直し、集約化、複合化、多機能化など規模の最適化に取組む。」とされてい

るが、施設総量の抑制に向けた数値目標・方針を策定するか否かやその時期に

ついては明記されていない。 

したがって、施設総量の抑制に向けた数値目標・方針については、当初、そ

の策定が必要とされていたにもかかわらず、中間見直しにおいて方針を変更し

た後、現在までに数値目標や方針は定められていない。他方で、施設総量の抑

制に代わる現在の取組によって、将来的な財政需要をどの程度縮減できるのか

などの将来的な収支予測はされておらず、不透明な状況となっている。まずは、

現在の取組によって当初の目的に沿った財政負担の軽減・平準化が可能である

かを検証するべきである。その上で、現状の取組では財政需要の増加に対応す

ることができず、財政負担の軽減・平準化のために施設総量の抑制が必要なの

であれば、施設総量の抑制の数値目標・方針を検討するか、これに代わる代替

案を検討するべきである。



129 
 

１６ 市民利用施設の受益と負担の適正化（柱１－２（２）） 

（１）概要

大阪市では、市民利用施設の使用料について、施設サービスの特性等に応

じた「参考・目安となる受益者負担基準」を設定し、「市民利用施設に係る受

益者負担のあり方 案 」を平成２５年６月に取りまとめた。本事業は、同あ

り方（案）に基づき、指定管理者の更新時期にあわせて実際の受益者負担率

が基準を下回っている施設の点検・精査をし、受益と負担の適正化を図るも

のである。

（２）内容

ア、事業内容

本事業は、市民利用施設の使用料について、「必需性 提供されるサービ

スが日常生活のうえで必需的かどうか 」と「市場性 民間でも提供されて

いるものかどうか 」の観点から、施設の特性等に応じた受益と負担の適正

化を図るものである。

①市民利用施設の使用料について、平成２５年６月にとりまとめた「市

民利用施設に係る受益者負担のあり方 案 」に基づき点検・精査し、

経費節減や利用促進等に努めたうえで、必要に応じて料金改定を行う。

②各施設の受益と負担の状況を公表し、現状を「見える化」していくこ

とにより、受益と負担の適正化に向けた取組を促す。

イ、目標と実績

目標 実績

施設の指定管理者の更新時期にあ

わせて使用料を点検・精査し、受益

者負担を適正化。

参考  ２８〜２年度に現行の指定

管理期間が終了する施設 計１２

６施設

参考 ２８〜２年度に現行の指定

管理期間が終了する施設 計１２６

施設

２８年度 ２施設

２９年度 ０施設

３０年度 ５８施設

元年度 ２４施設

２年度 ４２施設
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（３）体制 

ア、主な所管所属 

市政改革室 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

財政局、政策企画室、都市整備局、建設局 

 

（４）指摘及び意見 

意見３４ 市政改革室は、市政改革プラン２．０において本事業の内容及び目標

を説明するに当たり、担当部局の意図を正確に反映させ、間違っても市民に対し

て誤解を与える記載をしないようにされたい。

意見３５ 事業の目的として行動目標だけでなく成果指標も定められたい。

（理由） 

本事業はあくまで受益と負担の適正化を図るものであり、市政改革プラン２．

０においても、「施設の指定管理者の更新時期にあわせて使用料を点検・精査し、

受益者負担を適正化。」が目標であると掲げられている。これに対し、本事業の

実績値として公表されているのはあくまでも「点検・精査を実施し、結果を公

表した施設数」であって、実際に受益者負担額の適正化が行われた施設数では

ない。大阪市は、このように、実際にはすべての施設で適正化が行われていな

いにもかかわらず、すべての対象施設で点検・精査を実施して結果が公表され

たことをもって目標が達成されたと評価している。 

この点に関し、担当部局の意図としては、「「受益者負担を適正化（していく

こと）。」、つまり、「経費削減や利用促進等に努めたうえで必要に応じて料金改

定を行う。」こと（というアウトプット）を意図した記載であり、「受益者負担

額の適正化が行われた」こと（というアウトカム）を意図した記載ではありま

せん」とのことである。 

担当部局から事業の趣旨として上記のとおりであると説明されれば、市政改

革プラン２．０における記載についてはそのような意味のものであることを前

提として意見を述べざるを得ない。しかしながら、市政改革プラン２．０にお

ける記載としては、計画期間中に受益者負担の適正化という結果を達成するこ

とを目的とした事業であると読むのが一般常識的な読み方であり、市民に対し

てもそのように伝わると思われる。したがって、まずは、市政改革プラン２．
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０において、市民に対して誤解を与える表現、より良く装飾するような表現は

改めるべきである。なお、提出された資料からは担当部局の意図のように読む

べきことが明確ではなかったのであり、本監査に対する回答のために解釈を歪

めたということはないように念の為付言しておきたい。 

また、単に「点検・精査を実施し、結果を公表した」だけでは、受益者負担

の適正化という究極の目的は達成されない。したがって、目標として、「受益者

負担の適正化を達成できている施設数」など、最終的な目標を設定した上で、

かかる目標が達成できているか、できていない場合はその原因を検討して、事

業を進められたい。

意見３６ 受益者負担率が基準を下回っている施設を所管する所属は、期限を決

めたうえで受益者負担の適正化に向けた計画を策定されたい。

意見３７ 市政改革室は、受益者負担の適正化に向けた計画の進捗状況をモニタ

リングされたい。

（理由） 

受益者負担率について、大阪市の点検・精査の結果、平成３０年度末時点で、

８１施設において受益者負担が基準を下回っていた（なお、令和元年度につい

ては、最終四半期に新型コロナウイルス感染症拡大の影響で施設のキャンセル、

返金を行っており、適正な決算数値といえないことから、集計をしていない。）。

「受益者負担の適正化」の取組は、受益者負担金の額の変更のみではなく、経

費削減や利用促進による負担額の軽減などによっても達成することができ、

様々なアプローチがある。他方で、どのような手段で受益者負担の適正化を達

成するかを所管所属に無期限に委ねることも適切ではない。 

ついては、これらの受益者負担の適正化が達成されていない施設については、

期限を決めた上で受益者負担の適正化に向けた計画を策定させ、進捗状況をモ

ニタリングするべきである。 
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第２ 【改革の柱２】官民連携の推進について 

１ 地下鉄（柱２－１（１）ア①） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

民営化をめざした取組として、平成２４年度に、交通局に「経営」の意

識を取り入れ、民間手法で「経営目標」「数値目標」を掲げた「地下鉄事業

中期経営計画」を策定し、サービスの改善・経営の健全化に取り組み、一

定の成果をあげてきた。今後の少子高齢化等の事業環境の悪化を想定する

と、概ね鉄道整備が進み、事業の管理・運営が中心となっている地下鉄事

業の現状を考えると、自立した企業体として自らの経営責任で、持続的に

さらなる効率性や生産性を追求し、成長力を高めていくことが極めて重要

である。しかしながら、公営企業の制約などにより、利用者のニーズに即

応する柔軟・スピーディな事業展開ができないことに加え、中長期的な視

点からのコスト削減や効率的な事業運営を進めにくい状況となっており、

また、関連事業を展開していくにも制約があった。  

そこで、公営企業の枠を超えて、自立した企業体として自らの経営責任

で持続的にさらなる効率性や生産性を追求し、事業をさらに成長・発展さ

せるため、民営化を行う取組を実施した。ただし、当面、市１００％出資

の株式会社化を図ることとした。 

① デューデリジェンスを実施するとともに、準備会社の設立に必要な

手続きを行う。 

② 事業の譲渡譲受や企業債の償還方法等について、国や金融機関等の

関係先と調整を行う。 

イ、成果の概要 

デューデリジェンスの実施と準備会社の設立に必要な手続きを実施し、

地下鉄事業の受け皿となる準備会社として、大阪市高速電気軌道株式会社

（Osaka Metro）を設立のうえ、平成３０年４月に、同社へ地下鉄事業を引

き継いだため、当初の目的を「達成」した。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 
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都市交通局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見３８ 民間活用の効果に関する検証結果を記載されたい。

（理由） 

地下鉄事業について、市１００％出資の株式会社化を図るという目標が掲げ

られ、その設立が完了したことをもって、目標達成とされているが、自立した

企業体として自らの経営責任で、持続的にさらなる効率性や生産性を追求し、

利用者のニーズに即応する柔軟・スピーディな事業展開、中長期的な視点から

のコスト削減や効率的な事業運営を進めるという本来の目的のための進捗管

理等に関しては、市政改革プラン及びその成果からは読み取れない。  

この点、都市交通局からのヒアリングによれば、市政改革プランでは株式会

社化までの進捗管理を行うという市政改革室のスタンスに従ったものである

とのことである。しかし、株式会社化はあくまで手段であって、株式会社化し

たことによって、上記目的が当然に達成できるというものではない。したがっ

て、株式会社化が完了したというだけではなく、同社の経営方針や市の監理体

制及びその状況、株式会社化による経費削減効果についても十分な説明がなさ

れるべきである。 

実際に、都市交通局からのヒアリングによれば、外郭団体である大阪高速電

気軌道株式会社の監理を実施しており、株主としても適切に監理し、その配当

状況についても市政改革プラン外ではあるが公表しているとのことである。同

社の経営改善は大阪市への配当増額につながるため、グループ中期経営計画の

取組が行われているかを確認し、他方、必ずしも収益につながらないが公共交

通機関の役割を維持するとともに、企業として成長していくための民営化プラ

ンで定めた内容が適切に実現されているかを確認しているとのことであるか

ら、市政改革プランとしての俯瞰的観点からも情報の整理及び公開を通じて、

市民の理解を深めることが望ましい。 

この点、市政改革室からは、民営化会社に対する監理の必要性、重要性は認

識しているものの、市政改革プランは経営形態変更までについて、その進捗を
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管理する手法であること、新設された都市交通局を設け、適切に監理し情報の

公表を行っていることから、市政改革プランとして目標に掲げた民営化会社の

設立以降のモニタリングや結果公表を行うことは二重的な管理となり、合理的

ではないとの意見があった。 

しかし、本意見は、市政改革室による直接のモニタリング等を求めているも

のではなく、二重管理が発生することはない。むしろ、市政改革プランにおけ

る地下鉄事業の経営システムの見直しとしては、株式会社化だけではなく、そ

の後のモニタリングの方法や結果を一体的に記載しなければ課題の解決・克服

につながる取組であることが市民に伝わりにくいことを懸念しているもので

ある。 
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２ バス（柱２－１（１）ア②） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

公営当時の自動車運送事業会計は、平成２５年度において、すでに約５

９１億円の累積欠損金を抱えるなどバスサービスを維持することが困難な

状況にあった。さらに、平成２６年度には住之江用地土地信託事業の和解

金支払いにより、累積欠損金は約８０６億円に上り、資金不足額が約１６

５億円、資金不足比率は１４０．９％となり、経営健全化団体となった。

また、バス事業の乗車人員は、今後も確実に総人口が減少していく社会環

境にあることに加え、生産年齢人口の減少により通勤・通学需要が大きく

減少するため、事業の収入の根幹である運輸収入の減少リスクが高まる環

境にある。これまで事業規模の見直しや民営化を前提とした局独自の給与

カットによる人件費の削減、バス車両更新計画の見直し等による投資の抑

制といった様々な経営改善に取り組み、平成２５年度から平成２７年度に

おいては経常黒字を確保したものの、現状以上の公営での改善は限界にあ

った。 

そこで、官民の適切な役割分担を再構築したうえで、大阪シティバス株

式会社にバス事業を引き継ぐことにより、持続可能な輸送サービスを確保

するため、平成３０年度までに、大阪シティバス株式会社にバス事業を一

括譲渡する取組を実施した。 

① 大阪シティバス株式会社へ円滑に事業を引き継ぐための検討を行う

とともに、一括譲渡に向けた必要な手続きを実施。  

② 引き続き大阪シティバス株式会社の運営コストの削減など経営改革

を着実に進め、経営基盤の強化に取り組む。  

イ、成果の概要 

大阪シティバス株式会社への事業譲渡に向けた検討と必要な手続きを実

施し、平成３０年４月に同社へバス事業を一括譲渡したため、当初の目的を

「達成」した。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 
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都市交通局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見３９ 民間活用の効果に関する検証結果を記載されたい。

（理由） 

バス事業について、大阪シティバス株式会社にバス事業を一括譲渡するとい

う目標が掲げられ、それが完了したことをもって、目標達成とされているが、

同社の運営コストの削減など経営計画を着実に進め、バス事業の経営基盤を強

化し、バス事業を安定的に継続するという本来の目的のための進捗管理等に関

しては、市政改革プラン及びその成果からは読み取れない。 

この点、都市交通局からのヒアリングによれば、市政改革プランでは事業譲

渡までの進捗管理を行うという市政改革室のスタンスに従ったものであると

のことである。しかし、バス事業の大阪シティバス株式会社への一括譲渡はあ

くまで手段であって、同社に事業を譲渡したことによって、上記目的が当然に

達成できるというものではない。したがって、事業譲渡が完了したというだけ

ではなく、同社の経営方針や市の監理体制及びその状況、事業譲渡による経費

削減効果についても十分な説明がなされるべきである。 

実際に、都市交通局からのヒアリングによれば、外郭団体である大阪シティ

バス株式会社の監理を実施しているとのことである。グループ中期経営計画の

取組を確認し、他方、必ずしも収益につながらないが公共交通機関の役割を維

持するとともに、バスサービスを発展させるために必要な民営化プランで定め

た内容が適切に実現されているかを確認しているとのことであるから、市政改

革プランとしての俯瞰的観点からも情報の整理及び公開を通じて、市民の理解

を深めることが望ましい。 

この点、市政改革室からは、民営化会社に対する監理の必要性、重要性は認

識しているものの、市政改革プランは経営形態変更までについて、その進捗を

管理する手法であること、新設された都市交通局を設け、適切に監理し情報の

公表を行っていることから、市政改革プランとして目標に掲げた事業譲渡以降

のモニタリングや結果公表を行うことは二重的な管理となり、合理的ではない
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との意見があった。 

しかし、本意見は、市政改革室による直接のモニタリング等を求めているも

のではなく、二重管理が発生することはない。むしろ、市政改革プランにおけ

るバス事業の経営システムの見直しとしては、事業譲渡だけではなく、その後

のモニタリングの方法や結果を一体的に記載しなければ課題の解決・克服につ

ながる取組であることが市民に伝わりにくいことを懸念しているものである。 
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３ 水道（柱２－１（１）ア③） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

大阪市水道事業は、水需要の減少が続くと見込まれる一方、管路耐震

化のペースアップを実現するために多額の事業費が必要であり、経営環

境が極めて厳しい中、市民への新たな料金負担を回避しつつ、将来にわ

たり、事業の持続性を確保していくことが求められていた。 

そこで、公共施設等運営権制度を活用した上下分離方式の経営形態に

より、市は水道施設の所有者として、事業の公共性などについてガバナ

ンスを働かせる一方、市１００％出資により設立する運営会社は、民間

事業者としての経営の自由度を発揮することによって、水道事業の公共

性、安心・安全を担保しつつ、事業の効率性と発展性を追求することを

めざすとして、以下の取組を掲げた。 

① 市１００％出資による運営会社の設立 

② 運営権設定（運営会社に運営権を付与するための決議） 

③ 市と運営会社の間での運営権実施契約の締結 

④ 運営会社の水道事業認可の取得 

しかし、平成２９年３月、制度実施のための条例改正案が市議会におい

て賛否の態度がいずれも過半数に達せず、審議未了により廃案となったこ

とから、平成２９年度は、改めて経営形態の見直しの中で、新たな目標設

定について検討することとなった。 

 

 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

平成３０年度からの運営会社

による業務の開始 

・「水道事業の公共性

を確保するための具

体的仕組み」（実施プ

ラン案追加資料）を策

定（９月） 

・継続審査中であっ

た水道事業等設置条

－ 
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例改正案が審議未了

により廃案（３月） 

２９ 

年度 

改めて行う経営形態の見直し

の中で、新たな目標設定につい

て検討する。 

・府域水道事業の最

適化の観点から府市

関係部局と現状分析

を実施 

・水道法改正案に基

づく新たな運営権制

度の活用を含めた経

営形態のあり方を検

討 

－ 

 

イ、中間見直し 

平成２９年度の検討を経て、市政改革プラン２．０の中間見直しにおい

て以下のような取組への見直しが図られた。 

まず、管路耐震化のペースアップの必要性の背景として、切迫性が高ま

る南海トラフ巨大地震への対応が追記されたほか、周辺の中小規模の水道

事業体では、職員数減少に伴う技術継承の問題が深刻化しており、大阪市

のような大規模事業体に対して経営資源、ノウハウを活用した技術支援へ

のニーズが高まっていることが明記された。 

そこで、水道事業が抱える管路耐震化の迅速化や広域連携の拡大など

の課題に対応する必要があるため、これまでの市会の指摘・意見を踏ま

え、公共性の担保を前提に置きつつ、新たな経営手法の導入について検

討を行うこととし、以下の取組が図られることとなった。 

⑤ 新たな運営権制度の活用も含めた経営形態の見直し検討 

国会で審議予定の改正水道法に基づく運営権制度などの今後採り

うる有効な方策を検討 

 

ウ、成果の概要 

中間見直し以降は、平成３０年１２月に成立した水道法の一部を改正す

る法律も踏まえ、管路更新事業をＰＦＩ事業として官民連携により行う検
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討を継続し、令和元年度に実施方針案の作成・公表に至るとともに、令和

２年４月には「大阪市水道ＰＦＩ管路更新事業等実施方針等」が公表さ

れ、令和４年４月に予定されている事業開始に向け、民間事業者の選定手

続が進められているところである。 

令和２年４月に公表された「特定事業の選定」によれば、当ＰＦＩ事

業により市で行えば２５年から３０年を要する約１８００ｋｍの管路更

新を１６年間で完了し、事業費総額も約１０．５％削減することができ

ると見込まれている。 

 

 目標 実績 目標の評価 

３０ 

年度 

新たな運営権制度に係る水道

法改正の動向等を踏まえつつ

目標を設定。 

・「改正水道法の適用

によるＰＦＩ管路更

新事業と水道基盤強

化方策について（素

案）」を公表 

達成 

元 年

度 

ＰＦＩ管路更新事業にかかる

「実施方針案」を作成・公表。 

・ＰＦＩ管路更新事

業に係る「実施方針

（案）」及び「要求水準

書（案）」等を作成し、

２年２月にホームペ

ージ上に公表した。 

達成 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

水道局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見４０ 市政改革プランにおいても、事業の持続性等、水道の経営改革の全体

像を明確に提示すべきである。
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（理由） 

ＰＦＩ管路更新事業によって民間資金を活用した管路の耐震化ひいてはそ

れによる水道事業の安心・安全の向上については一定の目途がつきつつある

と考えられる一方で、水道局も認識しているとおり、市内の水需要の減少が

今後も続くと見込まれることから、ＰＦＩ管路更新事業は、収益を確保する

ことで水道事業全般の持続性を確保するという課題を根本的に解決するもの

ではない。 

この点、水道局のヒアリングによれば、平成３０年３月にとりまとめた大

阪市水道経営戦略では、水需要の減少傾向、耐震化対策という課題に対し

て、平成３０年からの１０年間で①リスクマネジメント、②資源活用マネジ

メント、③組織・経営マネジメント、④業務・財務マネジメントの強化とい

う４つの施策を打ち出し、長期的に黒字収支を確保するための取組を行って

いるとのことである。 

ＰＦＩ管路更新事業はこのうちの１施策にすぎず、それのみをもって長期

的な目線での水道事業の改革について方向性又は検討状況の全体像が市民に

伝わるものではない。官民連携の推進という柱に位置付けられていることか

ら官民連携施策に重点を置いた記載となることを否定するものではないが、

市の水道事業の将来像について誤解を生じさせないためにも水道局が作成し

た水道経営戦略にも言及すべきであった。 

 

意見４１ 広域連携に向けた検討状況の進捗を提示することが望ましい。

（理由） 

本プランの中間見直しにおいて、周辺自治体における水道事業体の職員数

減少に伴う技術継承の問題に対して、大阪市の経営資源、ノウハウを活用し

た技術支援の必要性について言及されているものの、ＰＦＩ管路更新事業に

おける具体的な広域連携方策の推進の内容は不透明であり、市が広域連携に

よる収入の増大やコスト削減を検討した結果が提供されていない。 

本プランにおいて広域連携の拡大を課題として認識している以上、取組の

方向性として示した新たな運営権制度の活用も含めた経営形態の見直し検討

の中で、課題解決に向けてどのような検討を行ったのかを目標の達成状況や
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取組の実施状況等において確認できるようにすることが望ましかったといえ

る。 

なお、水道局のヒアリングによれば、ＰＦＩ管路更新事業を民間事業者に

行わせることで水道局の技術職員の再配置が可能となり、技術承継に課題を

有する周辺自治体に対して大阪市が持つノウハウを展開することによって広

域連携の拡大を推進することを想定している（あくまで技術承継が主眼であ

り、コスト削減や収益増への貢献は大きくない）とのことであり、ＰＦＩ管

路更新事業の実施と一体的な課題解決が検討されてきたようである。 
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４ 下水道（柱２－１（１）ア④） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

大阪市下水道事業は浸水対策など施設整備に相当の期間と費用を要す

る一方、使用料収入は長期的な減少傾向が続いており、また、老朽施設

の改築更新事業の増加が予想されることから、今後ますます厳しい経営

環境となることが見込まれていた。 

そこで、大阪市は、上下分離方式を導入し、民間の経営手法の導入によ

るコスト縮減や収益性の向上及び国内外事業展開を図るため、（一財）都

市技術センターが行っていた維持管理の包括委託業務を、新たに市１０

０％出資により設立する新組織に実施させることとした。 

さらに、最終的に維持管理と建設投資を一体的に実施することでより効

率的に事業運営ができる公共施設等運営権制度を活用した経営形態を目指

すため、大きく分けて以下の２つの取組を進めることとした。 

① 新組織の設立及び業務開始 

② 公共施設等運営権制度の導入にかかる課題の整理・手続 

イ、新組織による業務 

市政改革プラン２．０での目標の１つは、平成２８年度中に新組織を設

立し、平成２９年度から新組織による業務を開始するというものであっ

た。 

これを受け、平成２８年７月に新会社「クリアウォーターＯＳＡＫＡ株

式会社」が設立され、平成２９年４月からクリアウォーターＯＳＡＫＡ株

式会社への包括委託が開始され、当該目標は達成となった。 

 

 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

平成２８年度中に新組織を設

立し、平成２９年度から新組織

による業務開始 

・新会社事業計画書

（案）を策定（５月） 

・新会社を設立（７

月） 

達成 

２９ 平成２８年度中に新組織を設 ・新会社への包括委 達成 
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年度 立し、平成２９年度から新組織

による業務開始 

託を開始（４月） 

 

ウ、公共施設等運営権制度の導入 

市政改革プラン２．０では、新組織による業務とは別に、公共施設等運

営権制度の導入にかかる課題の整理にも取り組むこととし、早ければ平成

３１年度からの導入を目指すこととしていた。 

そのため、平成２８年度以降、国等と長期債務に伴う国交付金等に係る

財源スキームの調整や他都市先行事例の調査を実施した。 

その後、平成３０年度以降は、公共施設等運営権制度の導入にかかる課

題の整理に取り組むとともに、多様なコンセッション方式を幅広く柔軟に

検討し、平成３０年度中に事業スキーム案を策定、早ければ平成３１年度

からの制度導入を目指すこととした。 

しかし、令和元年度に運営権制度導入にあたっての民間ヒアリングを実

施する中で、下水道事業全体の運営権制度導入には、リスク分担や財源確

保など大阪市だけでは解決できない課題もあり、課題解決に相当の時間を

要することなどから、現時点での公共施設等運営権制度への移行は困難で

あることが判明した。 

一方で、上記課題の影響のない領域であれば、民間活用効果の早期発現

の実現可能性が高いことから、民間活用手法の導入拡大に向け検討を続け

ている。 

 

 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

公共施設等運営権制度の導入

にかかる課題の整理に取り組

み、早ければ平成３１年度から

の導入 

・国等と長期債務に

伴う国交付金等に係

る財源スキームの調

整を実施 

－ 

２９ 

年度 

公共施設等運営権制度の導入

にかかる課題の整理に取り組

み、早ければ平成３１年度から

・他都市先行事例の

調査や国との協議を

実施 

－ 
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の導入 

３０ 

年度 

公共施設等運営権制度の導入

にかかる課題の整理に取り組

むとともに、多様なコンセッシ

ョン方式を幅広く柔軟に検討

し、平成３０年度中に事業スキ

ーム案を策定、早ければ令和元

年度からの制度導入をめざす。 

・事業スキーム案の

策定に向け、民間へ

のアンケート調査を

踏まえ、検討を実

施。 

未達成 

元 年

度 

早期の事業効果発現に向け、民

間事業者との対話を深め、多様

な民間活用手法を幅広く検討

し、令和元年度中に事業スキー

ム案を策定する。 

・多様な民間活用手

法について民間事業

者との対話を実施し、

民間活用効果の早期

発現できる事業領域

として必要な条件を

確認した。 

未達成 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

建設局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見４２ 民間活用による歳出削減効果を公表されたい。

（理由） 

下水道事業については、平成２９年４月にはクリアウォーターＯＳＡＫＡ株

式会社に対し、下水道施設の運転維持管理業務の包括委託を開始しており、す

でにその実績は３年分にのぼる。平成３０年度及び令和元年度には包括委託に

よる業務の実施状況の点検を実施したとされているが、公表資料からその結果

を読み取ることはできない。また、建設局のヒアリングによれば、費用削減効
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果について市議会への報告は行っているが、建設局としての情報公開は行って

いないとのことである。 

大阪市としては、更なる民間能力の活用に向けてコンセッション方式の導

入を検討しているところではあるが、並行して包括委託による事業の効率化

を定量的に把握・公表し、市民監視のもと包括委託方式での更なる効率化を

検討するとともに、包括委託方式での課題を洗い出し、コンセッション方式

での改善に活かすべく検討を進めるべきである。 

 

意見４３ 目標の進捗確認に際し、課題や目標の更新など検討状況を適時に公表

されたい。

（理由） 

平成３０年度の見直し段階では、早ければ令和元年度からのコンセッション

方式導入をめざすこととしていたところ、平成３０年度から民間事業者との対

話を実施する中で、リスク分担や財源確保など大阪市だけでは解決できない課

題もあり、解決には相当な時間を要することなどから、当該時点において、下

水道事業全体の運営を民間事業者だけで実施することはできないことが判明

した。そのため、民間事業者と対話をさらに深め、民間活用の拡大に適した事

業領域から進めることとしたが、本プランの期間内では民間活用効果の早期発

現できる事業領域として必要な条件を確認するまでにとどまっており、具体的

な民間活用手法の導入拡大は市政改革プラン３．０に引き継がれることとなっ

た。 

建設局によれば、スケジュールに沿った目標が達成できなかった原因は、大

阪市だけで解決できない長期の契約期間にわたる改築工事の補助金確保の担

保といった課題解決のため、国との協議調整などに時間を要することにあると

のことである。また、民間事業者との対話を踏まえた官民のリスク分担に関す

る検討にも時間を要するとのことである。そのため、下水道事業全体のコンセ

ッション導入は引き続き検討を続けるものの、民間活用効果を早期に実現でき

る事業領域における事業スキームを検討しているとのことである。 

以上の経緯等を踏まえ、市政改革プラン３．０においては、進捗確認の際に

課題や目標に変更が生じた場合、内容の更新を行い、その具体的な検討状況を

適時に公表すべきである。 
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５ 幼稚園（柱２－１（１）ア⑤） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

大阪市においては、市内の幼稚園等に通う幼児のうち約８割が私立に通

園しており、市内の２区においては市立幼稚園が存在せず私立が幼稚園教

育を担っている。このような大阪市の状況を踏まえ、大阪市における幼稚

園教育については、民間において成立する事業と考えられることから民間

に任せ、限られた人的・物的資源を有効活用し、大阪市全体の幼児教育の

充実を図ることが必要であった。 

そこで、民間において成立している事業については、民間に任せること

を基本に、施設や地域の状況を精査したうえで、市立幼稚園の民営化を進

めてきたが、これまでの民営化の進め方については十分な理解を得ること

が難しく、今後については、個々の園や地域状況を十分考慮しながら進め

方を検討し取り組む。平成２８年度末までに今後の進め方の方針を策定し、

着手可能なところから順次取り組むこととした。 

① 個々の園の状況や地域ニーズ等から進め方を検討 

市立幼稚園としての今日的な役割についての再検証や、公として

の役割を明確化したうえで、個々の園の状況や地域ニーズ等を踏ま

え、今後の進め方についての方針を示し取り組む。 

② 民営化の方針が決定している園の取組 

すでに公私連携幼保連携型認定こども園として民間移管の方針

が決まっている園について法人の公募選定、当該認定こども園の建

設予定地の既存施設解体撤去、引継ぎ等を実施する。 

 

イ、中間見直し 

平成２８年度、平成２９年度において、今後の進め方の方針を策定する

ため、所管局と関係区との間で協議を実施してきたが、個々の園や地域状

況を十分配慮する必要があり、全市的な方針を策定・公表したうえで取り

組むことが困難であると判明したため、平成３０年度以降は、具体化が可

能な園について、個々の園の進め方の方針をそれぞれ策定し、取組を進め

ることとした。 
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ウ、成果の概要 

当初計画時において、民営化の方針が決定していた泉尾、堀江のうち、

泉尾については平成２８年４月に民間移管し、堀江については平成２８年

１０月に移管予定法人を選定し、平成３１年度に民間移管した。 

それ以外の園については、個々の園の進め方の方針を策定するため、所

管局と関係区との間で協議の実施に向けて準備を進めたが実施には至ら

なかったため、「未達成」である。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

こども青少年局 

イ．その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見４４ 民間移管による効果に関する検証結果を記載されたい。

（理由） 

民間において成立する事業については民間に任せるという考え方のもと、市

内の幼稚園児のうち８割が私立幼稚園に通園しているという現状に鑑み、市政

改革プランでは、市立幼稚園について民間移管を図るという目標が掲げられ、

民間移管に向けた手続の進捗状況を管理している。しかし、民間移管後におい

て、公立幼稚園で行われてきた教育水準が維持されているか、民間ノウハウ活

用による教育水準の向上があるかといった民間移管後の状況に関しては、市政

改革プラン及びその成果からは読み取れない。 

民間移管はあくまで手段であって、民間移管したことによって、上記目的が

当然に達成できるというものではない。したがって、民間移管が完了したとい

うだけではなく、その後のモニタリング状況についても十分な説明がなされる

べきである。 

実際、こども青少年局からのヒアリングによれば、民間移管した２園につい

ては、幼保連携型認定こども園が１園、公私連携幼保連携型認定こども園が１

園となっており、認定こども園としての監査対象となっているほか、民間移管
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前から、保護者、事業者及び市の三者協議会を立ち上げて、その教育方針、教

育内容、実施体制などについて話し合いを重ねており、三者協議会は、民間移

管後入園した園児が卒園するまで、参加者からの要望により実施可能であるが、

特に民間移管後において寄せられた意見や要望について対応を要するものに

ついては、その都度課題解決を行ってきており、民間移管による不満や要望は

出ていないという認識であるとのことであった。 

また、民間移管後の満足度調査に関して、こども青少年局より、移管後の個

別園としての運営方針に対する満足度であるため、個々の園としての評価はさ

れるべきであるが、それを民間移管による評価とすることは疑問があるとの意

見があったが、これまでの運営方針との関係で、その水準が維持されているか、

民間ノウハウにより向上したのかを知ることにより、民間移管という選択が適

切であったか、民間移管によるメリットが市民によりわかりやすく説明できる

ため、満足度調査やモニタリングは有用であると考える。 

民間移管後の利用者の満足度やモニタリング状況について、市政改革プランとし

ての俯瞰的観点からも情報の整理及び公開を通じて、市民の理解を深めることが望

ましい。 

この点、こども青少年局からは、各園の事情が様々であることから、民間移

管後の利用者の満足度やモニタリング状況についての情報の公開が民間移管

の推進に有用な効果とはならないとの意見があった。しかし、当該園の民間移

管により公営時の課題を解決し克服できる取組であったか否かを検証のため

に、かかる調査が有用であり、それを市政改革プランに、一体的に記載するこ

とにより、市民に伝わりやすくなると考える。 

もっとも、また、市政改革プラン２．０において民間移管がなされた園につ

いては、公営時の在園児はすでに卒園していることから、今後、市政改革プラ

ン３．０において民間移管がなされる園について、かかる調査等の対応がとら

れることが望ましいと考える。 

 

 

 

 

 



150 
 

６ 保育所（柱２－１（１）ア⑥） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

近年、共働き世帯の増加や就労形態の多様化等、こどもや子育て家庭を

取り巻く環境は大きく変化しており、保育に対するニーズは増大・多様化

している。 

こうした中、子育ての支援を行う社会づくりが急がれており、民間保育

所整備等、子育て支援施策の充実・強化を図るためには、限られた人的・

物的資源の有効活用が必要である。公立保育所は、民間保育所に比べて運

営経費が高い課題があり、民間移管について、引き続き、推進していく必

要があった。 

そこで、民間において成立している事業については、民間に任せること

を基本として、セーフティーネットとしての公立保育所の必要性を考慮し

つつ、「公立保育所新再編整備計画」に基づき民間移管を推進する。また、

保育所に公的施設が併設となっている場合や、施設の老朽化等から、民間

移管の着手が難しい保育所についても、様々な手法を検討することで、民

営化を確実に進める取組みを実施した。 

①民間移管等の条件（「大阪市市有地に単独で設置されている」など）

を満たす公立保育所については、引き続き取組を継続する。   

②民間移管に加え、補完的な手法として運営委託を実施 

ただちに民間移管の条件を満たさないが、運営委託の条件を満た

す公立保育所については、同計画における補完的手法として運営委

託を推進する。  

③同計画に定める民間移管条件のもとでは着手が困難な保育所につ

いて、新たな手法を検討し、民営化を推進する。  

各年度の公立保育所数の１割程度について、民間移管に係る公募

を実施する。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

こども青少年局 
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イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見４５ 民間移管による効果に関する検証結果を記載されたい。

（理由） 

民間において成立する事業については民間に任せるという考え方のもと、市

政改革プランでは、公立保育所について民間移管を図るという目標が掲げられ、

民間移管に向けた手続の進捗状況を管理している。しかし、民間移管後におい

て、公立保育所で行われてきた保育水準が維持されているか、民間ノウハウ活

用による保育内容の向上があるかといった民間移管後の状況に関しては、市政

改革プラン及びその成果からは読み取れない。 

民間移管はあくまで手段であって、民間移管したことによって、上記目的が

当然に達成できるというものではない。したがって、民間移管が完了したとい

うだけではなく、その後のモニタリング状況についても十分な説明がなされる

べきである。 

こども青少年局からのヒアリングによれば、民間移管前 1 年から引継ぎ保育

を行い、保護者代表、事業者担当者及び大阪市担当者による三者協議会により、

民間移管に向け、当該保育所の保育内容の継承等について、協議がなされた。

また、民間移管後においても、公立保育所での保育内容を大きく変える場合に

おいて、保護者が保育内容変更に異議がある場合には開催することになってい

るが、実際には保護者による求めはないため開催はされておらず、大きく保育

条件を変更した例はなく、円滑に運営が行われているということであった。 

民間移管後１年目の保育所の保護者にアンケートを実施し、こども青少年局

のウェブサイト上で公開しており、９０％以上の保護者が満足または概ね満足

と回答したとのことである。 

実際に把握されている民間移管後の利用者の満足度やモニタリング状況に

ついて、市政改革プランとしての俯瞰的観点からも情報の整理及び公開を通じ

て、市民の理解を深めることが望ましい。 
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７ 福祉施設（柱２－１（１）ア⑦） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

福祉施設は、利用者に精神的な負担を与えないようにするためには、サ

ービスが継続して行われることが望ましいが、指定管理者制度においては

運営者が変更になる可能性があり、日常接している担当者や支援方法が変

更になることがある。また、「民間にできることは民間で」という方針のも

と、指定管理施設の民間移管を進めていくこととした。 

そこで、指定管理者制度を導入している福祉施設のうち、児童福祉施設

などのように支援を受ける方が特定できる施設で、運営主体が社会福祉法

人であるものについては、民間移管を行っていくこととした。 

※対象施設１０か所 

児童養護施設２か所、母子生活支援施設３か所、情緒障害児短期

治療施設２か所、児童発達支援センター２か所、特別養護老人ホー

ム１か所 

 

①平成２８年４月１日民間移管施設（６施設） 

・入舟寮（児童養護施設） 

・北さくら園、南さくら園（母子生活支援施設） 

・都島こども園、淡路こども園（児童発達支援センター） 

・大畑山苑（特別養護老人ホーム） 

 

②平成３１年４月１日民間移管予定施設（１施設） 

・東さくら園（母子生活支援施設） 

※現在の建物が耐震基準を満たしていないことから、移管先法人が新

築したうえで、民間移管を行う。 

 

③平成３０年度民間移管施設（【中間見直し版】にて追加）（３施設） 

・淀川寮、第２港晴寮（保護施設） 

・中央授産場（障がい者就労支援施設） 
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④その他は、指定管理終了後、順次民間移管予定（３施設） 

・児童院（情緒障害児短期治療施設） 平成 32 年度まで指定管理 

・弘済みらい園（児童養護施設） 平成 33 年度まで指定管理  

・弘済のぞみ園（情緒障害児短期治療施設） 平成 33 年度まで指定管理 

 

イ、成果の概要 

上記ア①から③について、予定どおり、民間移管を行った。ただし、②

については、移転に至るまでの工事が遅延した影響により、令和元年９月

１日に移管が完了した。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

福祉局、こども青少年局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見４６ 民間移管による効果に関する検証結果を記載されたい。

（理由） 

一定期間経過により事業者の変更がありうる指定管理者制度を取りやめ、安

定的で継続的な運営により「利用者に精神的な負担を与えない」ように民間移

管を活用すべく、民間移管に向けた手続の進捗状況を管理している。民間移管

後の効果については、市政改革プラン及びその成果からは読み取れない。 

福祉局に対するヒアリング結果においては、各施設については、法に基づく

事業所への監査及び運営法人への監査が定期的に行われており、民間移管後の

利用者サービスの適正な水準の維持は、各施設の根拠法令等に基づき指導監査

が行われることにより担保されているとのことであるが、これらの指導監査は、

当初より民間が行っている事業所に対するものと同じものである。 

この点、福祉局及びこども青少年局から、民間移管により、指定管理者の事

業者変更がないような安定的運営が確保されたのであるから利用者サービス

は向上しており、法定の定期的な指導監査によりモニタリングは十分である旨
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の意見があった。 

しかし、目的は、民間移管そのものではなく、指定管理者制度によらず民間

移管を行うことにより、サービスを継続して提供し、「安定的で継続した運営が

可能となることにより利用者に不安を与えない」ようにするとのことであるか

ら、実際に、指定管理者制度から民間移管がなされたことにより利用者に精神

的な負担を与えないという効果を得られたかを検証するためには、民間移管後

における利用者らの声、利用者らがサービス継続により安心を得られているか

といった民間移管後の状況に関して、その後のモニタリングも行われるべきで

あった。 
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８ 博物館（柱２－１（１）イ） 

（１）取組内容 

ア、概要 

従来の指定管理者制度による博物館の運営においては、期間の定めがあ

るため、事業の継続性や専門人材の安定的確保が難しく、また、協定書に

基づく管理代行にとどまるなど、自主性や柔軟性、迅速性が十分に発揮し

づらい状況にあった。 

そのため、博物館の活性化により利用者サービスの向上を図り、さらに

は大阪の文化の発展と都市魅力の向上に貢献していくにあたり、博物館の

ポテンシャルを十分に引き出しきれていなかった。 

そこで、博物館の活性化を図り、大阪の文化の発展と都市魅力の向上に

貢献するために博物館がめざす姿と魅力向上に向けた取組を「大阪市ミュ

ージアムビジョン」として定め、ビジョン実現に相応しい経営形態として

地方独立行政法人の設立をめざすこととした。具体的な取組内容は以下の

とおりである。 

 

① 「大阪市ミュージアムビジョン」の策定等に向けた取組 

博物館の魅力向上を図るため、外部有識者の意見も踏まえながら、め

ざす姿やその実現に向けた取組について検討を進める。 

そのうえで、ビジョン実現に最適な経営形態について、地方独立行政

法人化を軸に検討を深め、広く市民の理解を得る。 

 

② 「博物館施設の地方独立行政法人化に向けた基本プラン」の策定に向

けた取組 

①の最適な経営形態の検討結果を踏まえ、基本プラン策定に向け、法

人の基本的な姿や設立手順等について検討を進める。 

 

その後、上記②で策定した基本プランに従い、平成３０年度の中間見直

しにおいて③の取組が追加された。 

 

③ 地方独立行政法人設立に向けた取組 
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・基本プランに基づき、また、平成２９年度予算市会附帯決議における、

学芸員の安定的確保、社会教育施設の役割を果たせるよう運営費交付

金の適切な措置、市民財産（館蔵品等）の保全・継承、指定管理者・

職員への十分な説明等の指摘を踏まえた調整・検討を進める。 

・定款及び評価委員会条例を制定する（平成２９年度）。 

・中期目標、権利承継、重要な財産を定める条例及び職員引継条例を制

定する（平成３０年１１月予定）。 

・総務省へ認可申請を行う。 

 

イ、目標の設定 

上記概要で示した取組を実現するため、市政改革プラン２．０制定時に

平成２８年度の目標として「大阪市ミュージアムビジョン」及び「博物館

施設の地方独立行政法人化に向けた基本プラン」の策定が掲げられ、以降

の目標は、平成２８年度の進捗状況を踏まえ、改めて設定されることとさ

れた。これを受け、平成２８年１２月に「大阪市ミュージアムビジョン」

が策定され、平成２９年３月には「博物館施設の地方独立行政法人化に向

けた基本プラン」が策定された。 

そこで、平成２９年度の目標として、「博物館施設の地方独立行政法人

化に向けた基本プラン」に基づく制度設計を進め、定款及び評価委員会

条例を制定し、平成３１年４月の地方独立行政法人設立をめざすことと

された。 

平成３０年２月には定款及び評価委員会条例が制定されたことから、平

成３０年度は総務省への法人設立認可申請、平成３１年度には地方独立行

政法人を設立することがそれぞれ目標とされた。 

 

ウ、達成状況 

目標に掲げられた各プランの策定及び地方独立行政法人化に向けた各手

続は下記のとおり達成され、平成３１年４月には地方独立行政法人大阪市

博物館機構が設立された。 
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 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

「大阪市ミュージアムビジョ

ン」及び「博物館施設の地方独

立行政法人化に向けた基本プ

ラン」の策定 

・「大阪市ミュージア

ムビジョン」（１２月）

及び「博物館施設の地

方独立行政法人化に

向けた基本プラン」

（３月）を策定 

達成 

２９ 

年度 

「博物館施設の地方独立行政

法人化に向けた基本プラン」に

基づき制度設計を進め、定款及

び評価委員会条例を制定 

・定款及び評価委員

会条例を制定（２月） 

達成 

３０ 

年度 

総務省へ法人設立認可申請 ・総務省へ法人設立

認可申請（設立認可

済） 

達成 

元 年

度 

地方独立行政法人設立 ・平成３１年４月に

法人設立 

達成 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

経済戦略局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見４７ 地方独立行政法人によるセルフモニタリングや評価委員会による第

三者モニタリングの結果を踏まえて実績を記載されたい。

（理由） 

地方独立行政法人化という目標が定められ、その設立のための手続が順調に

進んでいることは認められるが、地方独立行政法人による業務の実施が実現し

た場合に、博物館のポテンシャルを十分に引き出し、経営の自主性や柔軟性、

迅速性を期待するという本来の目的のためのガバナンス設計や進捗管理等に
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関する情報開示の内容が市政改革プラン及びその成果からは読み取れない。 

この点、経済戦略局のヒアリングによれば、博物館運営の課題に対して地方

独立行政法人化という解決手法を決定したことから、市政改革プランのゴール

は地方独立行政法人化であり、それによって課題解決につながることから、市

政改革プランはその進捗管理の場と捉えていたとのことである。しかし、地方

独立行政法人化はあくまで手段であって、地方独立行政法人による運営がアプ

リオリに博物館運営の最適解となるものではない。したがって、地方独立行政

法人化の手続進捗だけでなく、地方独立行政法人の経営方針やガバナンスに関

する市の関与やモニタリングの状況についても十分な説明がなされるべきで

ある。実際、これらサービスの向上や業務の効率化に関しては、地方独立行政

法人によるセルフモニタリングや評価委員会による第三者モニタリングの仕

組みが整えられており、市政改革プランとしての俯瞰的観点からも情報の整理

及び公開を通じて、市民の理解を深めることが望ましい。 

なお、市政改革室及び経済戦略局からは、地方独立行政法人に対する監理の

必要性、重要性は認識しているものの、市政改革プランは短期的・有期的に実

施すべき事項を設定し、その進捗を管理する手法であること、法人所管局であ

る経済戦略局において地方独立行政法人法に基づくＰＤＣＡサイクルとして

の年度評価等を行い、適切に情報の公表を行っていることから、市政改革プラ

ンとして目標に掲げた地方独立行政法人化以降のモニタリングや結果公表を

行うことは二重的な管理となり、合理的ではないとの意見があった。 

しかし、本意見は、市政改革室による直接のモニタリング等を求めているも

のではなく、二重管理が発生することはない。むしろ、市政改革プランにおけ

る博物館の経営システム見直しとしては、地方独立行政法人の設立だけではな

く、地方独立行政法人による博物館運営におけるモニタリングの方法や結果を

一体的に記載しなければ課題の解決・克服につながる取組であることが読み手

に伝わりにくいことを懸念しているものである。かかる観点から、地方独立行

政法人化とともに、その経営に当たっては、地方独立行政法人法に定めるＰＤ

ＣＡサイクルとしての年度評価等を行い、それを適時に公表している事実及び

それらによって課題の解決が図られている旨が読み取れるよう記載を検討す

べきであった。 
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意見４８ 新美術館の公共施設等運営権制度導入に関する取組及び目標設定に

ついても言及されたい。

（理由） 

新美術館（大阪中之島美術館）については、地方独立行政法人によって、公

共施設等運営権制度を用いた官民連携手法が採用され、令和元年度には民間事

業者の選定手続が進められているところであるが、それらの検討内容、進捗に

ついて市政改革プランでは具体的な言及がなされていない。 

この点について経済戦略局によれば、博物館については地方独立行政法人化

が主眼の取組であり、公共施設等運営権制度の導入は地方独立行政法人の機関

決定として進めてもらうことを、内閣府の指導も踏まえて、市内部で決定して

いたこと、公共施設等運営権制度の導入を市政改革プランに掲載することは即

ち、その判断を固定化させ、地方独立行政法人としての経営の自主性を奪うこ

ととなるとの考えから、本項目で詳述する必要性を感じていなかったとのこと

である。 

しかし、新美術館について公共施設等運営権制度を導入することは大阪市が

定めた「博物館施設の地方独立行政法人化に向けた基本プラン」においても民

間ノウハウを積極的に活用できる手法として言及されており、コンセッション

の導入は地方独立行政法人化を含む一連の経営改革の一環であることは明ら

かである。たしかに実際に公共施設等運営権を設定する管理者は地方独立行政

法人となるが、その設立までの間は、経済戦略局が市政改革室とともにコンセ

ッション導入についても検討を進めており、その成果を地方独立行政法人の設

立後に引き継いだこと、地方独立行政法人は地方自治体が出資して設立する法

人であり、設立団体は、理事長等の任命・解任を行い、中期目標等を定め、公

表する立場にあることから、かかる検討内容、進捗状況を市政改革プランに記

載することに問題があったとは考えられない（疑義を避けるため付言すると、

市に対して地方独立行政法人が行う官民連携手法の決定、民間事業者の選定手

続その他法人の独立性を阻害するような介入、管理を求めるものではない。）。

公共施設等運営権制度の導入はまさに官民連携の推進に関する事業であり、市

政改革プラン２．０の基本方針でも述べられている「新たな価値を生み出す市

政改革」にも通じるものであることからも、少なくとも地方独立行政法人によ

る成果として公共施設等運営権の設定による民間の能力を活用した新美術館
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の運営に関する地方独立行政法人の取組状況を紹介することが望ましかった

と考える。 
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９ 一般廃棄物（収集輸送）（柱２－１（１）ウ①） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

大阪市は、平成２７年度までに、全市の粗大ごみ収集並びに北部環境事

業センターにおける資源ごみ収集、容器包装プラスチック収集及び古紙・

衣類収集について民間委託化を順次拡大しており、平成２８年度以降も、

スピード感をもって、より一層の効率化・低コスト化を図ることとしてい

た。 

そこで、北部環境事業センターの委託状況の検証も踏まえつつ、スピー

ド感をもって、より一層の効率化、低コスト化を図るとして、具体的な取

組に以下の２つを掲げた。 

 

① 民間委託化の拡大・推進 

・平成２８年度については、早期退職の特例制度等の活用を図りながら

職員数を削減し、民間委託の範囲を拡大して、はじめて普通ごみ収集

まで踏み込み、北部環境事業センターにおける家庭系ごみ収集全般に

ついて民間委託化する。 

・平成２９年度以降も、早期退職の特例制度などにより、職員数を削減

するとともに、北部環境事業センターの委託状況を検証しながら、他

の環境事業センターの民間委託化を推進していく。 

 

② さらなる改革の推進 

今後の廃棄物行政の展望も視野に入れて、既存の枠組みを超えた改革

方策について検討を進める。 

 

具体的な目標としては、平成２８年度に民間委託化の範囲を拡大し、北

部環境事業センターの普通ごみ収集、西部環境事業センターの古紙・衣類

収集を新たに委託し、検証結果をまとめ、平成３１年度末までに、さらに

１センター（あるいは同類規模）以上に拡大することを掲げた。 

これに対し、北部環境事業センターの普通ごみ、西部環境事業センター

の古紙・衣類について民間委託の範囲拡大（４月）、検証の結果、平成２９
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年度の民間委託範囲拡大決定（１月）、改革方針（素案）の策定（３月）と

いった実績が得られた。 

そこで、平成２８年度末にはこれを変更し、退職不補充により民間委託

の拡大を図るとともに、直営事業の更なる効率化を推進するために、改革

プランを平成２９年６月に策定し、平成３１年度までの３年間で徹底した

効率化を図るものとした。 

その結果、西部環境事業センターの資源ごみ、容器包装プラスチック収

集について民間委託の範囲拡大（４月）、改革プランの策定（６月）といっ

た実績が得られた。 

 

 目標 実績 目標の評価 

２８ 
年度 

より一層の効率化・低コスト化

に資するため、平成２８年度に

は、民間委託化の範囲を拡大

し、北部環境事業センターの普

通ごみ収集、西部環境事業セン

ターの古紙・衣類収集を新たに

委託し、検証結果をまとめ、平

成３１年度末までに、さらに１

センター（あるいは同等規模）

以上に拡大する。 

・民間委託化の範囲

を拡大（４月） 
・検証の結果、平成２

９年度の民間委託可

能範囲拡大決定（１

月） 
・改革方針（素案）の

策定（３月） 

達成 

２９ 
年度 

退職不補充により民間委託の

拡大を図るとともに、直営事業

のさらなる効率化を推進する

ために、「家庭系ごみ収集輸送

事業改革プラン」を平成２９年

６月に策定し、平成３１年度ま

での３年間で徹底した効率化

を図る。 

・民間委託化の範囲

を拡大（４月） 
・「改革プラン」策定

（６月） 

達成 

 

イ、中間見直し 

環境局は、改革の主眼である事務事業の更なる効率化と行政コストの一
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層の削減をめざし、平成２９年６月に「家庭系ごみ収集輸送事業改革プラ

ン」を策定し、民間委託の拡大・推進を図るとともに、平成２９～３１年

度の３年間で徹底した効率化等を行い、経費削減等を図るとして、中間見

直しの際に、下記のとおり取組を見直した。 

 

③ 民間委託化の拡大・推進 

・平成２８・２９年度については、早期退職の特例制度等の活用を図り

ながら職員数を削減し、民間委託の範囲を拡大して、はじめて普通ご

み収集まで踏み込み、北部環境事業センターにおける家庭系ごみ収集

全般について民間委託化するとともに、西部環境事業センターにおけ

る古紙衣類収集、資源ごみ・容器包装プラスチックの民間委託化を行

う。 

・平成３１年度以降についても退職等により生じた減員に合わせ、民間

委託の拡大を図る。 

 

④ さらなる改革の推進 

平成２８年度は改革方針（素案）を策定し、平成２９～３１年度の３

年間は「改革プラン」に基づき「経費の削減」及び「市民サービスの向

上」を２つの柱とした改革を進める。 

※上記①、②の取組を変更したもの 

 

中間見直しにおける具体的な目標としては、平成３０年度以降、平成２

８年度比で職員定数の約１０％（１５０名：平成３０年度に９３名、平成

３１年度に１５０名（累積））の削減目標が設定され、平成３１年度目標以

上の減員が見込まれる場合には、さらなる民間委託の拡大を図ることとさ

れた。 

 

 目標 実績 目標の評価 

３０ 

年度 

平成２８年度比で職員定数の

約１０％（１５０名）の削減 

・職員定数の削減 

９１名 

未達成 
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３０年度 ９３名 

元 年 度 １５０名（累積） 

※なお、元年度目標以上の減員

が見込まれる場合は、さらなる

民間委託の拡大を図る。 

（２９年度からの累

積） 

元 年

度 

・職員定数の削減 

元年度 １５２名 

（２９年度からの累

積） 

達成 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

環境局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見４９ 市政改革プランと環境局が策定した改革プランとの間で取組内容の

違いについて、市民に誤解を与えないようその関係性を明示すべきである。

意見５０ 市政改革プランにおいても、コスト削減と市民サービスの向上の両立

を図る目標設定をすべきである。

（理由） 

平成３０年度以降の市政改革プランの目標としては職員の削減のみが掲げ

られているところ、平成２９年６月に環境局が策定した改革プランでは１９項

目の目標が掲げられており、それぞれに対して個別の取組がなされている。そ

の中には職員数の削減をはじめとする経費の削減に関する取組以外にも、市民

サービスの向上等に関する取組も含まれており、本プランにおいても、コスト

削減と市民サービスの向上の両立を図る目標設定をすべきである。 

この点、事業を所管する環境局によれば、もともと一般廃棄物の収集輸送に

ついては地方独立行政法人化や新会社設立による民営化が検討されていた経

緯から、市政改革プランでは官民連携のひとつに位置付けられているが、環境

局では平成２９年度に策定した「家庭系ごみ収集輸送事業改革プラン」に従い、

職員定数削減にとどまらず、事故件数の削減や災害時の対応強化等に努めてき

たとのことである。 
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もとより各担当部局が推進する事業をすべて市政改革プランに盛り込む必

要はないものの、所管所属を超えて横断的・俯瞰的に大阪市の行財政改革の方

針及び進捗を管理する市政改革プランの趣旨からすると、廃棄物処理に関する

改革内容が職員定数削減のみと捉えられかねない目標設定は市民の誤解を招

くおそれがあることから、官民連携という題目にとらわれることなく改革の全

容を明確にすべきである。 

 

意見５１ 民間委託の効果について、具体的検証を行い、公表すべきである。

（理由） 

職員定数削減に合わせて民間委託化の範囲を拡大するとしているが、民間委

託化によってどの程度の経費削減が実現しているのか、また、民間事業者によ

るサービス提供の水準について、大阪市が直営で実施していた時と比較して改

善しているのか悪化しているのかを評価するといった検証がされていない。環

境局による「家庭系ごみ収集輸送事業改革プラン」における削減効果の試算方

法については、例えば、人件費について、各年度で職員の減員数に家庭系ごみ

収集に従事する職員 1 名あたりの平均人件費（決算ベース）を乗じる方法で算

出する方法がわかりやすいと思われるが、様々な角度からの様々な算定結果が

公表されており、それら相互の関係が明らかにされていない部分もあることか

ら、市民に伝わりにくいものとなっている。 

この点、環境局によれば、民間委託の検収業務としてモニタリングは実施し

ており、市議会への報告も行っているとのことであり、議会における質疑要旨

及び資料の提供を受けた。しかし、当該質疑からは市民サービスへの影響につ

いて答弁している事実は確認できるものの、包括的かつ定量的な評価結果が比

較可能な形式で継続して開示されているものとは認められない。 

他方、環境局が令和２年度から開始した「家庭系ごみ収集輸送事業改革プラ

ン２．０」においては、「委託事業者の育成」を目標に掲げ、「市民サービス水

準の維持」と「経費の削減効果」の観点から検証を行い、その結果を公表する

考えであるとのことである。それに合わせて市政改革プラン２．０（又は家庭

系ごみ収集輸送事業改革プラン）の期間を対象としたサービス水準維持の実績

についても、検収資料の概要等の公表も含む具体的な検証の実施を検討された

い。 
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意見５２ ごみ収集事業の委託範囲について、市政改革プランにおいても最終的

なビジョンを踏まえて目標設定等を行うべきである。

（理由） 

一部の政令市においては、災害対策や検収・監督のため、ごみ収集事業の一

部は直営で継続する方針を取っている。大阪市でもかかる点について問題意識

は有しているものの、本プランの段階では退職等による職員数の自然減に合わ

せて民間委託の範囲を拡大しており、最終的に市の直営事業として残すべき事

業の具体的なビジョンについて言及されていなかった。 

環境局へのヒアリングによれば、平成２９年度からの３年間の改革の成果を

踏まえて、令和２年度から開始した「家庭系ごみ収集輸送事業改革プラン２．

０」において将来的に行政で維持する業務と民間に委託する業務の分担を明示

しているとのことである。 

市が検討を進めている事業の全体像について市民の理解を得られるよう、市

政改革プラン３．０においては、設定した目標が長期的なビジョンの実現に向

けてどのように寄与するのかを当該ビジョン実現の進捗状況と合わせて実績

として市民に提示することが望まれる。 
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１０ 弘済院（柱２－１（１）ウ②） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

弘済院は、附属病院と介護施設が連携し、認知症に対する専門的な医療・

介護の提供をはじめ、臨床研究、専門人材の育成、市民への情報発信など

の施策を担っている。 「民間でできることは民間で」の視点から経営形態

の見直しにかかる基本的方向性を取りまとめ、事業継承（民間移譲）をめ

ざしていた。附属病院は、施設・設備の老朽化も著しいことから、早期の

建替えの必要があった。 

そこで、認知症対応にかかる専門的な医療・介護機能の維持・継承し、

特別養護老人ホームについては、病院のあり方、方向性とあわせて検討し

た。 

 

①弘済院の全体の整備構想を策定 

医療と介護の役割や機能について全体の整備構想を策定。 

 

②附属病院（新病院） 

現地建替え、事業継承に向け、関係機関との調整を行う。   

 

③第１特別養護老人ホーム 

将来の民間移管を視野に入れ、当面は公募による指定管理を継続。 

 

④第２特別養護老人ホーム 

医療との連携を活かした運営形態の検討を行う。  

 

イ、中間見直し 

当初計画していた附属病院の現地建替えを中止し、認知症医療の機能等

を継承する新病院等を住吉病院跡地で整備し、大阪市立大学が運営するこ

とで、機能面の充実を目指すことに、計画を見直した。 

 

①弘済院全体のあり方を検討 
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住吉市民病院跡地に整備する新病院等に係る基本構想の策定に合わ

せ検討。 

 

②附属病院 

現地建替えを中止し、新病院への機能継承について検討。 

 

③第１特別養護老人ホーム 

将来の民間移管を視野に入れ、当面は指定管理者による運営を継続。

（３２年度まで） 

 

④第２特別養護老人ホーム 

新病院等整備後の運営形態について検討。 

 

ウ、成果の概要 

新病院等の基本設計に着手したが、新病院等の運営に係る関係機関との

協議に時間を要したため、令和元年度中の完了には至らなかったことから

「未達成」となった。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

福祉局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見５３ 市政改革プラン２．０の中間見直しにおいて、当初計画していた附属

病院の現地建替えを中止し、認知症医療の機能等を継承する新病院等を住

吉市民病院跡地で整備し、大阪市立大学が運営することに計画変更なされ

た経緯、その後１年間の遅れが生じた理由についても、言及されたい。

（理由） 

計画変更の経緯については、附属病院について現地建替えの予定であったが、
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弘済院が培ってきた認知症に係る専門的医療・介護機能を、認知症に関する研

究においてトップレベルである大阪市立大学へ継承し、発展させるという考え

から、大阪市立大学が運営することを前提に研究も行うことができる施設とし

て整備することに、平成３１年４月の戦略会議で決定されたとのことであった。 

その事情等は、大阪市のホームページ上では公表されているが、市政改革プ

ラン及びその成果からは、計画変更の経緯や理由が読み取れない。 

福祉局からのヒアリング等によれば、１年間の遅れが生じた理由については、

運営に係る財政的なリスクや医療機能等について精査する必要が生じ、関係機

関との協議に時間を要したためであるとのことであったが、その事情等は、市

政改革プラン及びその成果からは読み取れない。 

市政改革プランにおける情報の整理及び公開を通じて、市民の理解を深める

ことが望ましい。 
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１１ 市場（柱２－１（１）ウ③） 

（１）取組内容 

ア、概要 

中央卸売市場（本場、東部市場、南港市場）においては、近年、事業

収入が減少傾向にあり、これまでも業務の民間委託化による人員削減や

その他コストの見直しによる収支改善に取り組んできたが、市場の収支

状況は、依然として赤字を解消するには至っていないため、管理運営手

法を抜本的に見直すことなどにより、収支構造の改善を図る必要がある

とされていた。 

安全・安心な生鮮食料品を安定的に供給するという公的インフラとして

の役割を果たしていくため、民間活力を最大限活用しながら、効率的な管

理運営を行うとして、具体的には以下の２つの取組を掲げていた。 

 

① 本場・東部市場への指定管理者制度の導入 

先行事例や指定管理者の撤退リスクにかかる対応策についてのさら

なる調査を行い、制度導入についての検討を継続実施 

 

② 南港市場将来戦略プランに基づく市場機能の向上と市場運営の効

率化 

西日本の食肉流通の拠点市場としての役割・機能を今後とも果たし

ていくための戦略として策定した「南港市場将来戦略プラン」に基づ

き、施設整備をはじめとする市場機能の向上や市場運営の効率化に向

けた取組を実施 

 

イ、本場・東部市場について 

本場・東部市場については、管理運営費の削減に資するため指定管理者

制度の導入が目標として掲げられ、平成２９年度の進捗状況を踏まえて、

平成３０年度以降の目標については設定予定とされた。同時に、当面は委

託範囲拡大等による業務の効率化にも取り組むこととされた。 
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これを受け、平成２８年度、平成２９年度には、先行事例調査や、課題

への対応策について調査・検討等を実施し、委託範囲拡大等によるさらな

る管理運営費削減方策の精査が行われた。 

平成３０年度の中間見直し以降も引き続き、管理運営経費の削減に資す

るため指定管理者制度の導入が目標として掲げられたが、卸売市場法の抜

本的改正が予定されていたため、改正状況を踏まえつつ、制度導入につい

て検討を継続するものとされた。また、当面は委託範囲拡大等による業務

の効率化にも引き続き取り組むこととなった。 

各年度の目標と実績、達成状況は以下の表のとおりである。 

 

 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

管理運営経費の削減に資する

ため指定管理者制度の導入 

（平成２９年度の進捗状況を

踏まえて、平成３０年度以降の

目標については設定予定） 

※当面は委託範囲拡大等によ

る業務の効率化にも取り組む。 

・先行事例調査 

・課題への対応策に

ついて調査・検討等

実施 

・さらなる管理運営

経費削減方策の精査 

－ 

２９ 

年度 

・先行事例調査 

・課題への対応策に

ついて調査・検討等

実施 

・委託範囲拡大等に

よるさらなる管理運

営経費削減方策の精

査 

－ 

３０ 

年度 

管理運営経費の削減に資する

ため指定管理者制度の導入 

（卸売市場法の抜本的改正が

予定されているため、改正状況

を踏まえつつ、制度導入につい

・法改正の状況につ

いて、国や他市場と

の意見交換 

・法改正内容の分析 

・関係団体ヒアリン

－ 
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て、検討を継続する） 

※当面は委託範囲拡大等によ

る業務の効率化にも取り組む。 

グの実施 

元 年

度 

・卸売市場法の改正

後の状況を見据えて、

民間活力を最大限活

用しながら、指定管理

者制度など最適な市

場運営のあり方を検

討した。 

・業務の見直しによ

る効率化に取り組ん

だ。 

達成 

 

ウ、南港市場について 

南港市場については、効率的な運営手法の確立が目標に掲げられ、これ

には「南港市場将来戦略プラン」に基づく施設整備をはじめとする市場機

能の向上も含まれることとされた。具体的には、平成２８年度中に基本計

画を策定後、基本設計、実施設計・工事に着手することとされた。 

これを受け、平成２８年度には南港市場整備基本計画（南港市場将来戦

略プランアクションプランを含む）を策定し、平成２９年度には施設整備

基本設計を実施した。 

その進捗を踏まえ、中間見直しでは、南港市場の効率的な運営手法の確

立という目標を継続しながら、平成３０年度に設備運転維持管理（３年間）

を含めたデザイン・ビルド方式（実施設計・工事施工の一括実施）による

発注の実施、平成３１年度に実施設計・工事施工を開始することが新たな

目標とされた。なお、効率的な運営手法については、施設竣工後の設備運

転維持管理期間（３年間）を踏まえて検討し、具体化していくこととされ

た。 

各年度の目標と実績、達成状況は以下の表のとおりである。 
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 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

効率的な運営手法の確立（「南

港市場将来戦略プラン」に基づ

く施設整備をはじめとする市

場機能の向上も含む） 

※平成２８年度中に基本計画

を策定後、基本設計、実施設計・

工事に着手。 

効率的な運営手法の確立（「南

港市場将来戦略プラン」に基づ

く施設整備をはじめとする市

場機能の向上も含む） 

南港市場整備基本計

画（南港市場将来戦

略プランアクション

プランを含む）の策

定（１１月） 

－ 

２９ 

年度 

・施設整備基本設計

を実施 

－ 

３０ 

年度 

効率的な運営手法の確立（「南

港市場将来戦略プラン」に基づ

く施設整備をはじめとする市

場機能の向上も含む） 

平成３０年度に設備運転維持

管理（３年間）を含めたデザイ

ン・ビルド方式（実施設計・工

事施工の一括実施）による発注

を実施 

令和元年度に実施設計・工事施

工を開始（効率的な運営手法に

ついては、施設竣工後の設備運

転維持管理期間（３年間）を踏

まえて検討し、具体化してい

く） 

・設備運転維持管理

（３年間）を含めデ

ザイン・ビルド方式

による発注に向け入

札を実施した。 

〔ただし、入札不調

となったため、実施

設計と施工・維持管

理の分離発注方式に

変更し、平成３０年

度に、実施設計委託

業者を決定した。〕 

達成 

元 年

度 

効率的な運営手法の確立（「南

港市場将来戦略プラン」に基づ

く施設整備をはじめとする市

・実施設計の完了 

・工事にかかる入札

公告を実施 

達成 
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場機能の向上も含む） 

令和元年度に分離発注方式に

よる実施設計を完了させると

ともに、工事にかかる入札公告

を行う。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

中央卸売市場 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室、財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見５４ 状況の変化に応じた改革内容の精査を行われたい。

（理由） 

本場・東部市場については、指定管理者制度の導入の検討を続けているが、

卸売市場法の改正など、法制度の抜本的な変更に合わせて、指定管理者制度の

導入が最適の経営手法であるのか、法改正によって可能となった民営化等の選

択肢も含めて再検討が必要と考えられる。 

この点、中央卸売市場に対するヒアリングによれば、大阪府が指定管理によ

り運営する市場の事例調査や市場内事業者等への意向確認、外部事業者へのサ

ウンディングやアンケートを行ってきたが、業界調整等の市場業務の特殊性や

補助金適正化法に基づく目的外使用による指定管理者の自主事業の制約が原

因となって参画する事業者を見出すことが困難な状況とのことである。そこで、

市政改革プラン３．０では、法改正によって可能となった民営化等も含め、民

間活力を最大限活用しながら最適な市場運営の在り方を検討することを継続

課題としているとのことであった。 

他方、民間事業者に対する業務委託等の業務効率化に取り組んだことにより、

経費削減は実現してきており、方法は異なるが、指定管理者制度導入をめざす

こととなった主たる目的である収支構造の改善は達成できていることから、市

政改革室と協議のうえ、指定管理者制度導入とほぼ同等の経費削減効果を達成
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していると考えられることから、総合的に勘案し、目標に対しては達成との評

価が相当と判断したとのことである。 

本プランの進捗状況では、上記のような検討状況や指定管理者制度によらな

い経費削減の実現は伝わらず、案件の進捗が滞っている印象を与える。また、

目標設定として「指定管理者制度の導入」を掲げておきながら、指定管理者制

度の導入について検討したことをもって目標を達成したと評価しているよう

に受け止められてもやむを得ない。当初掲げた目標が実現困難であることが判

明したのであれば、かかる状況を情報として開示した上で所管部局が継続的に

努めている経営改善等を目標として設定しなおすなど「目標の達成」にこだわ

らず「目標の見直し」にも取り組むべきである。 

なお、目標として掲げていたものではなかったとしても、課題解決につなが

る経費削減の実現を評価すべきことを否定するものではない。中央卸売市場に

よれば、指定管理者制度導入による収支改善の見込額１億５０００万円（平成

２４年当時の見込額）に対して、令和元年度までの業務効率化により累計約１

億３６５０万円の経費削減を実現しているとのことであり、令和元年度取組の

実績のひとつとしてその点に言及することは市民理解の観点から意義のある

ものと思料する。 

 

意見５５ 事業費削減を企図したデザイン・ビルド方式による入札が不調となっ

たことによる影響を精査されたい。

（理由） 

南港市場の施設整備については、「南港市場将来戦略プラン」においてデザイ

ン・ビルド方式による発注方法など民間活力の活用により従来方式による整備

費から１割程度の事業費削減を想定していたところである。平成３０年度の目

標はデザイン・ビルド方式による発注実施であったところ、デザイン・ビルド

方式による入札は不調となったものの、分離発注方式により実施設計の委託業

者を決定したことをもって「達成」としている。 

しかし、少なくともデザイン・ビルド方式の採用により企図していた事業費

の削減が実現できていなければ目標の達成とはいえないのではないか。発注方

式の変更及びそれに伴うスケジュールの変更による事業全体への影響を検討・

精査する必要がある。 
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この点、中央卸売市場では、入札不調は主に設計事業者と施工事業者とのマ

ッチングが困難であったことが原因と分析しており、事業者へのヒアリング結

果からもデザイン・ビルド方式で再発注しても参加者が見込めないことから、

整備事業を進捗させるため実施設計と施工・維持管理業務とを分離して発注し

たとのことである。また、「南港市場将来戦略プラン」においてデザイン・ビル

ド方式で発注した場合に想定していた事業費 1 割程度の削減も実際の効果のほ

どは不明であること、分離発注でも施工・維持管理業務の入札については総合

評価落札方式を採用し事業者にコスト縮減の工夫を求めており、デザイン・ビ

ルド方式で想定していた効果に近づける工夫を行ったとしている。中央卸売市

場は、平成３０年度はデザイン・ビルド方式による入札を実施したが、不調と

なり、その後、施設整備を着実に進めるべく、分離発注方式に変更し実施設計

委託業者を決定したことを市政改革室に報告し、協議の上、目標は達成してい

るとの評価を行っているとのことである。 

しかし、当初の目標について「達成」と評価することが前提となった議論と

なっており、その経緯が本プランの進捗からは伝わってこない。目標設定が未

達成であっても、当初の課題解決や予定していた効果が得られているのであれ

ば、その旨を明確に説明することが必要であって、その過程を省略して「達成」

との実績を掲げることは市民の誤解を招きかねないものであり、慎重な判断が

望まれる。 
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１２ ＰＰＰ／ＰＦＩの活用促進（柱２－１（２）ア） 

（１）取組内容 

ア、概要 

公共サービスの提供手法について、従来の手法にとらわれることなく、

公共の責任と負担のもとに引き続き実施する必要性の有無、民間に全部も

しくは一部を委ねることによりサービスの質の維持向上や経費の削減につ

ながるか否かといった点を踏まえたうえで、民間でできることは民間に委

ね、官が果たすべき役割については市場原理が機能しない部分に限るなど、

どの提供主体及び提供手法が最も望ましいのか検討し、事業を推進するこ

とが求められている。 

そこで、公共施設等の整備・運営等にあたって、民間の資金と創意工夫

を活用することにより、効率的で質の高い公共サービスの提供を目的とし、

サービス水準の維持と財政健全化の両立を図るうえで有効なＰＦＩ手法に

ついて、全庁的に積極的な検討導入を促すこととした。 

 

① ＰＦＩの導入に向けた検討に資するよう、ＰＦＩガイドラインの

研修、他都市導入事例の研修などによりＰＰＰ／ＰＦＩ手法に対す

る職員の理解を促進する。 

また、ＰＦＩの積極的な検討に向けた支援体制を構築し、ＰＦＩ

の適性があり、なおかつ実施が有効と判断した事業においては、ガイ

ドライン等に基づきＰＦＩを円滑に導入・実施する。 

【平成２８年度の主な取組】 

・海老江下水処理場改築更新事業 

平成２８年４月入札公告、１１月落札者の決定及び公表 

平成２９年１月ＰＦＩ事業契約・事業開始 

・天保山客船ターミナルの整備・運営 

実施方針の策定及び公表、特定事業の選定 

・新しい美術館の整備事業 

美術館の運営におけるＰＦＩ手法導入に向けた検討 
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中間見直しにおいては、戦略・取組の方向性は基本的に維持したうえ

で、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の全庁的な検討導入を促すことで、「最適な民間活

力の活用手法の導入につなげる」との文言を追加するとともに、平成２８

年度に策定したＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程を運用することも

付け加えられた。 

 

イ、目標と結果 

各年度において事業の企画を担当している職員のうち、事業手法として

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を理解し積極的に検討しようとする職員の割合を目標

として設定し、その実績を測定した結果、取組期間中の目標、実績及びそ

の達成の評価は以下のとおりとなった。 

 目標 実績 評価 

２８ 

年度 
３０％ ９．１％ 未達成 

２９ 

年度 
４５％ ４７．９％ 達成 

３０ 

年度 
６０％ ５３．１％ 未達成 

元 年 

度 
８０％ ５６．９％ 未達成 

※平成３０年度の目標は中間見直しにおいて設定されたもの。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

市政改革室 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

財政局、人事室 

 

（３）指摘及び意見 

意見５６ 客観的数値として検証可能な目標設定とその評価をなされたい。

（理由） 
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事業の企画を担当している職員のうち、事業手法としてＰＰＰ／ＰＦＩ手法

を理解し積極的に検討しようとする職員の割合をＫＰＩとして各年度の目標

に設定しているが、そもそも基準が不明確であり、何をもって「事業手法とし

てＰＰＰ／ＰＦＩ手法を理解し積極的に検討しようとする職員」に該当するの

か不明確である。また、最終的にその割合を８０％まで引き上げることが目標

となっているが、かかる目標の達成とＰＰＰ／ＰＦＩ手法の活用との間の相関

関係は必ずしも高くないように思える。 

市政改革室に対するヒアリングによれば、本プラン策定時はそもそもＰＦＩ

とは何か、という知識が各所管担当者に欠けている状況であったことから、

種々の議論を踏まえて上記目標設定を行ったとのことである。また、内閣府が

策定しているＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプランのように、具体的な案件数、

事業規模等を目標値として設定することも検討したものの、件数や金額ありき

でＰＦＩ事業化自体を目的化することは本末転倒として、目標の数値設定は行

わなかったとのことである。 

たしかに、まず各事業を所管する担当部署においてＰＦＩの知識をつけても

らうことは極めて重要である。しかし、市政改革プラン３．０においても引き

続き同様のＫＰＩを用いて目標設定を行っていることから、市政改革プラン２．

０の総括として、職員意識への浸透が実際のＰＦＩの活用検討に寄与した影響、

程度を検証し、引き続き同様のＫＰＩを用いた目標設定を行うことが適切なの

かを検討すべきである。 

 

意見５７ 検討支援に関する取組等の記載を充実されたい。

（理由） 

ＰＰＰ／ＰＦＩの積極的な検討に向けた支援体制を構築することとなって

いるが、具体的に誰がどのような支援を行っているのか不明である。実際に平

成２８年度に主な取組として挙げられていた３件のＰＦＩ事業のほか、令和元

年度までに検討支援の対象として加えられたものは、水道ＰＦＩ管路更新事業

及び工業用水道特定運営事業の２件のみであり、案件の掘り起こしのために必

要十分な支援体制が整えられているのかとの疑問に対する説明がなされてい

ない。 

この点、市政改革室によれば、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程を導
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入し、３年間で４３件の案件を掘り起こしＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入について

検討を行ったとのことである。また、所管局に対し、ＰＰＰ／ＰＦＩに関する

研修・情報共有を行うとともに、所管局とは異なる立ち位置で検討支援を行い、

有識者会議等の事務局運営など様々な角度から所管局の支援を行っていると

のことである。 

市政改革室官民連携担当の知見、ノウハウの共有は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業を

担当したことのない所管局には非常に有用なものであり、それによって案件推

進がスムーズであったとの声もある。市政改革プランにおいても、市政改革室

のかかる取組を明示し、所管局だけでなく市民、民間事業者にもＰＰＰ／ＰＦ

Ｉについての理解を深める機会として活用してもらいたい。 

また、公共事業又は公共施設等の整備・運営を行っている所管局に対してＰ

ＰＰ／ＰＦＩ手法導入を促進するための仕組み（予算の割当を含む）としてど

のような支援体制が構築及び運用されることが望ましいのかについては、各所

管局とも定期的に意見交換等を行って継続的に見直しがされるべきである。  
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１３ 指定管理者制度の活用（柱２－１（２）イ） 

（１）取組内容 

ア、概要 

大阪市では、多様化する住民ニーズにより効果的・効率的に対応するた

め、民間能力を活用し住民サービスの向上と経費の節減等を図ることを目

的として、多種多様な施設で指定管理者制度の導入を進めており、その施

設数は平成２８年５月１日時点で３６２施設に上っていた。 

その結果、利用者の満足度の向上や経費の削減など、導入により一定の

効果を得ることができていた。 

しかしながら、例えば指定管理者によるさらなるサービスの向上の動機

づけなど、改善を検討すべき余地はあり、将来にわたって、より適切な制

度設計・運用とするため、制度全体について外部有識者の視点も交えたマ

ネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を確立していく必要があった。 

そこで、指定管理者制度全体について、外部有識者からの意見等も取り

入れたマネジメントサイクルを確立し、継続的な管理・改善を実施するこ

とで、より一層導入しやすく、サービスの向上とコストの節減に資する制

度としていくため、以下の取組を行うこととした。 

 

① 土地活用等評価委員会を活用したマネジメントサイクルの確立 

公募条件の見直しや募集時の事業者への情報提供の充実の取組を継

続するとともに、制度設計や制度運用の考え方のほか、管理の手法等

についても平成２８年度に新設する「土地活用等評価委員会」に諮り、

外部有識者からの意見を取り入れながら必要に応じてガイドラインの

改善を図るなど、継続的に制度全体を管理・改善できる体制を確立す

る。 

 

② 未導入施設の導入適否の確認 

民間活力の活用手法としての指定管理者制度導入の適否を確認する

ため、各施設について調査を実施する。 

調査においては導入への障壁等についても確認し、制度運用上の課

題が判明した場合は、①の取組に反映する。 
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イ、土地活用等評価委員会を活用したマネジメントサイクルの確立につい

て 

取組①については、土地活用等評価委員会の答申を踏まえ、平成２９

年度を目途に、より適切な制度設計・制度運用について検討し、ガイド

ライン等の改正を行うこととした。 

これを受けて、平成２８年度には、土地活用等評価委員会に制度運用

状況等の報告を行いながら、対応可能な部分について、ガイドラインを

改正した。 

平成２９年度は、土地活用等評価委員会での意見も踏まえて、指定管

理者の選定基準に関わる内容について、ガイドライン等を改正した。  

当初の目標は達成することができたことから、中間見直しにおいて

は、平成３０年度に土地活用等評価委員会での意見を踏まえ、サービス

向上の視点から、評価方法等に関わる内容について検討結果をとりまと

め、平成３１年度は、前年度にとりまとめた検討結果について、評価方

法等が有効に機能するか検証等を行ったうえで、ガイドラインの改正を

行うこととした。 

これらの結果は以下のとおりであるが、いずれも目標は達成してい

る。 

 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

土地活用等評価委員会の答申

を踏まえ、平成２９年度を目

途に、より適切な制度設計・

制度運用について検討し、ガ

イドライン等の改正を行う。 

 

・土地活用等評価委

員会に制度運用状況

等の報告（６月、８

月、２月）を行いな

がら、平成２８年度

に対応可能な部分に

ついて、ガイドライ

ンを改正した（１０

月、３月） 

－ 

２９ 

年度 

土地活用等評価委員会の答申

を踏まえ、平成２９年度を目途

土地活用等評価委員

会での意見も踏まえ

達成 
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に、より適切な制度設計・制度

運用について検討し、ガイドラ

イン等の改正を行う。 

て、指定管理者の選

定基準に関わる内容

について、ガイドラ

イン等を改正した

（１２月） 

３０ 

年度 

土地活用等評価委員会での意

見を踏まえ、サービス向上の視

点から、評価方法等に関わる内

容について検討結果を取りま

とめる。 

評価方法等に関わる

内容についての検討

結果を土地活用等評

価委員会の審議を経

て取りまとめた（３

月） 

達成 

元 年

度 

３０年度に取りまとめた検討

結果について、評価方法等が有

効に機能するか検証等を行っ

たうえで、ガイドラインの改正

を行う。 

評価方法等の改善に

ついて、土地活用等

評価委員会の審議を

経て、より適切な制

度設計・運用が可能

となるようガイドラ

イン等を改正。 

達成 

 

ウ、未導入施設の導入適否の確認について 

取組②については、平成２８年度中に導入の適否及び導入の障壁等につ

いて確認を完了することとした。 

その結果、平成２８年度に指定管理者制度導入適否の確認にかかる他都

市状況調査を実施するとともに、大阪市における公の施設の調査結果をと

りまとめ、指定管理者制度の導入の適否及び障壁等について確認した。  

 

 目標 実績 目標の評価 

２８ 

年度 

平成２８年度中に導入の適否

及び導入の障壁等について確

認を完了する。 

指定管理者制度導入

適否の確認にかかる

他都市状況調査を実

達成 
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施した。 

また、大阪市におけ

る公の施設の調査結

果をとりまとめ、指

定管理者制度の導入

の適否及び障壁等に

ついて確認した。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

契約管財局 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室 

 

（３）指摘及び意見 

意見５８ ガイドライン改正に関する具体的な課題及び改善の内容を明確にし、

提示すべきである。

（理由） 

市政改革プラン２．０の取組と実績だけでは、ガイドラインの改正が続けら

れていることしか把握できず、具体的な過去の問題点、改善事項等が伝わらな

い。ガイドラインには改正内容並びに改正の趣旨及び目的が記載され、ホーム

ページにおいて閲覧することは可能であるが、本プランにおいても主要な改正

の趣旨・目的やその内容を記載することが望ましい。市民の理解を得る観点の

ほか、民間事業者の指定管理者への参入を促進するためにも、制度の改善点を

わかりやすく伝える努力を欠かすべきではない。 
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第３ 【改革の柱３】改革推進体制の強化について 

１ 改革を推進する職員づくり（柱３－１（１）ア） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

大阪市を取り巻く様々な状況や環境は大きく変化しており、これに対応

するためには、求められる職員づくりや人材マネジメントの推進にこれま

で以上に 迅速かつ的確に対応していく必要があった。 

そこで、以下の２つの視点から、職員の意識改革に着手した。  

①若年層職員の育成  

職員に求められる行動姿勢である「プロ意識」・「チャレンジ精

神」・「市民志向」の定着を図る。キャリアデザイン研修等により、

職員としての役割を自覚するとともに、自己啓発意欲を喚起し、能

力の向上に取り組む。また、現状に甘んじることなく、問題意識を

持ち、解決できる能力を備えた職員づくりをめざす。これらの取組

により、行政のプロとして改革を推進する職員を育成する。   

②管理監督者のマネジメント力の向上  

環境変化に対応し、改革を推進する職員づくりには、管理監督者

のマネジメント力の発揮が要となる。管理監督者は、組織の目標・

方向性を示し、目標を達成するとともに、部下に動機づけをし、育

成を行うことが求められる。 そのために、研修等を通じて管理監督

者のマネジメント力の向上、キャリアに関する意識の醸成を図るこ

とで、ＯＪＴをはじめとした職場での人材育成機能を強化する。 

イ、目標設定 

【平成２９年度まで】 

常に行政のプロとしての意識を持ち業務に取り組んでいる職員の割合

（課長級以下）

年度 当初目標 変更（ 年度末） 実績

年度 ％ ％

年度 ％ ％ ％

【平成 年度以降】

当初目標に掲げた「常に行政のプロとしての意識を持ち業務に取り組ん
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でいる」職員割合は一定向上が見られたことから、「常に行政のプロとして

の意識を持ち業務に取り組んでいる」かつ「仕事には常に創意工夫をこら

している」と自己評価している職員の割合（課長級以下）に変更し、以下

の具体的割合を目標とした。

年度 ％

年度 ％

ウ、達成度合い 

平成 30 年度実績として、同割合は 72.9％にとどまった。 

令和元年度実績として、同割合は 73.4%にとどまった。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

人事室 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

市政改革室 

 

（３）指摘及び意見 

意見５９ 客観的数値として検証可能な目標設定と、その評価をなされたい。

意見６０ 当初目標の妥当性・当該目標の未達成の原因について、具体的検証を

なされたい。

（理由） 

平成２９年度までは「常に行政のプロとしての意識を持ち業務に取り組んで

いる職員の割合（課長級以下）」、平成３０年度以降は「常に行政のプロとして

の意識を持ち業務に取り組んでいる、かつ、仕事には常に創意工夫をこらして

いる職員の割合（課長級以下）」を目標値として定めている。 

しかし、「意識」という指標では、主観的に過ぎ、基準が不明確であり、何を

もって「意識している」「創意工夫をこらしている」に該当するのか、不明瞭で

ある。 

また、その目標割合も当初は３０％台、平成３０年度以降も７０％台となっ

ており、可能な限り１００％を目指すべき課題であるといえる中で、当初目標

の数値自体の妥当性も疑問である。平成３１年度目標は、平成３０年度目標に
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＋１％との目標設定となっているが、当該目標設定方法の妥当性を市民目線で

検証し、さらにその目標すら未達成の状況であることについての具体的な原因

の検証を行う必要があると考えられる。各種研修の実施等により、職員の意識

が向上してきた実績は見て取れるものの、さらなる意識向上のための施策につ

いて、市政改革室の第三者的、指導的立場からの意見を積極的に取り入れつつ、

過去の目標設定の内容と目標未達成の原因を精査・検証のうえで、具体的に策

定されたい。 
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２ 市政改革の取組の理解と実践（柱３－１（１）イ） 

（１）取組内容 

ア、当初計画 

市政改革を着実に推進していくためには、職員が市政改革の必要性や考

え方について共通認識を持ったうえで、改革を着実に実践していくことが

不可欠であることから、以下の２つの視点より職員の意識改革に着手した。 

①所属長に対する啓発  

改革による成果を着実に実現できるよう、各所属の改革を率先

垂範する所属長に対し、改革の方向性や手法等に関する研修及び進

捗確認等を実施する。  

②庁内ポータルや研修による啓発・実践促進  

効率的な行財政運営に向けて、職員が改革の目標を意識し、普段

から仕事のやり方を変えていくことを意識するとともに、各職場で

改革の取組を着実に実践できるよう、改革の必要性や考え方につい

て、分かりやすい資料を作成し、庁内ポータルや各種研修の場を活

用して周知する。また、改革の実践に課題がある所属に対し、効果

的な所属支援を実施する。 

イ、目標設定 

【平成２９年度まで】 

市政改革の基本的な考え方を踏まえ、仕事のやり方を変えることを意識

している職員の割合

年度 当初 変更（ 年度末） 実績

年度 ％ ％

年度 ％ ％ ％

（ 年度実績 ％）

【平成３０年度以降】 

組織として、「市政改革プラン２．０」の基本的な考え方が理解され、

自身の職場に関連するプランに基づく取組が実践できていると評価して

いる職員の割合 

30 年度 60％ 

31 年度 65％ →平成 30 年度実績が 72.1％であったことから、
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73％に引き上げた。 

ウ、達成度合い 

令和元年度実績として、同割合は７０．３％にとどまり、前年度を下回

る結果となった。 

 

（２）体制 

ア、主な所管所属 

市政改革室 

イ、その他の担当チームメンバーの所属 

人事室、総務局 

 

（３）指摘及び意見 

意見６１ 客観的数値として検証可能な目標設定と、その評価をなされたい。

意見６２ 当初目標の妥当性・当該目標の未達成の原因について、具体的検証を

なされたい。

意見６３ 職員に対するアンケート調査の継続実施を検討されたい。その際には、

アンケート回答を職員の義務的業務として認識させ、１００％の提出率を

目指すよう、引き続き周知徹底に努められたい。 

（理由） 

平成２９年度までは「市政改革の基本的な考え方を踏まえ、仕事のやり方を

変えることを意識している職員の割合」、平成３０年度以降は「組織として本プ

ランの基本的な考え方が理解され、自身の職場に関連するプランに基づく取組

が実践できていると評価している職員の割合」を目標値として定めている。 

平成３０年度以降は、職員個人の「意識」から、組織に対する「評価」とい

う指標を用いることで一定の客観性を持たせたとされているが、基準の不明瞭

さは残る。結局のところ、何をもって「評価している」のかという基準は各職

員にゆだねられており、具体的な評価指標の提示などはなされていない。 

また、その目標割合も当初は６０％台、平成３０年度以降も６０％～７０％

台となっており、１００％が当たり前といっても過言ではない中で、当初目標

の数値自体の妥当性も疑問である。平成３１年度目標は、「まず前年度を上回る

ことを第一の前提と考えての目標設定」として、直近年度割合に＋１％との目
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標設定を行っているとのことであるが、当該目標設定方法の妥当性を市民目線

で検証し、さらにその目標すら未達成の状況（前年度より約 2 ポイント減）で

あることについての具体的な原因の検証を行う必要があると考えられる。各種

研修の実施、庁内ポータルやホームページを通じた周知、市政改革室長による

所属長との意見交換の実施等によって、本プランの職員への定着の実績は一定

見て取れるものの、さらなる市政改革の意識向上のための施策について、過去

の目標設定の内容と目標未達成の原因を精査・検証のうえで、具体的に策定さ

れたい。 

また、職員へのアンケート調査は、上記の未達成状況（７０．３％）にかか

わらず、本プラン限りで打ち切りとなり、令和 2 年度以降は行われていないと

のことである。職員へのアンケート調査自体は、職員に対する意識付けや組織

内での意識付けにおいて有用なものであると考えられるため、改革を中途で断

念したと市民に誤解されない意味でも、継続することを検討されたい。その際

には、直近年度８７．２％であったアンケート回答率（平成２４年度は２３．

９％であり、周知徹底施策が十分に功を奏してきていると考えられる）につい

て、さらに義務的業務として周知徹底させ、１００％の提出率を目指されたい。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


